
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

40,000 40,000

生涯学習課長
市澤　信明

38,449

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 39,457

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

37,179

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

28 28

生涯学習課長
市澤　信明

27

補助
事業

■ 該当 ■ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 27

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ □ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

27

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

75 75

生涯学習課長
市澤　信明

73

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 未把握

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

未把握

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

70 70

障害福祉課長
後藤　寿之

79

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 65

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

60

生涯学習活動の充実

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 13 生涯学習の推進 基本事業番号・名 13-01

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

事業
内容
・

活動
手段

補助金の交付

行政
補完的

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

交付回数
（件）

13,101

3

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

127

東村山市

保険加入
団体数
（団体）

根拠
法令
等

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

71

（市）東久留米市社会教育活動主催者賠償責任保険取扱要領

事業
内容
・

活動
手段

社会教育活動団体の主催者に
対し、市が主催者賠償責任保
険の保険料を負担している。

補助
金

目的
・

意図

市内の社会教育活動におい
て、主催者の行事運営上の不
備が原因で法律上の損害賠償
を負う場合に、主催者が被る
損害を補填することにより、
市民の社会教育活動の振興に
寄与することを目的とする。

自主的
(条例・規則等)

小平市

 直営
（委託無）

東村山市 清瀬市 西東京市

 直営
（委託無）

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

一部
委託

財政健全経営計画
実行プラン

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

上乗せ

該当
給付
事業

終期

対象

市民

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

生涯学習活動団体の育成を図
る。

小平市

・社会教育法
・生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律
・（市）平成28年度東久留米市生涯学習活動費補助金交付要綱

対象

根拠
法令
等

外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

横出し

小平市

1,265,533

9619,143

西東京市

・社会教育法
・生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律

15

延べ参加
人数
（人）

15

一部
委託

全部
委託

東村山市 清瀬市

廃止予定
の有無

事業数
（件）

1,335,733

18,983

事業
内容
・

活動
手段

成人、青少年、障害者、障害
児を対象とした各種生涯学習
事業をＮＰＯ法人東久留米市
文化協会へ委託して実施す
る。
成人式、市民文化祭等。

20,036

総合評価（課題・方向性）：市民主体
の生涯学習活動の振興が図られてお
り、生涯学習意識の高揚、市民による
主体的な生涯学習の推進につながって
いる。経費削減の面からも十分効果が
見られるため、今後も継続していく方
向である。

補助
金

30年度の方向性 現状維持
業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

13,101 6,042

5,82513,158

13,005 7,031

1,276,200

13,158

13,005

目的
・

意図

市民へ様々な生涯学習事業を提
供することで、各事業を通じて
生涯学習の推進を図ることを目
的とする。また、市民により組
織された団体への委託により、
市民主体の生涯学習振興を実行
する。

130

2,750 2,750,000

77 479

900

72

1

900

1,754

1,850

29,5972,131

1,754,000

7,096

854

900

社会教育活動団体

政策的

900

生涯学習活動団体
（文化協会）

廃止予定
の有無

終期

財政健全経営計画
実行プラン

対象

指定
管理

対象

15

外部評価

指定
管理

全部
委託

一部
委託

13-01-02

生涯学習課
生涯学習係

文化協会活動支援
事業

13-01-01

生涯学習課
生涯学習係

生涯学習委託事業

13-01-03

生涯学習課
生涯学習係

主催者賠償責任保
険事業

清瀬市 西東京市

73

加入して
いる団体
の割合
（％）

1

1

文化協会
加盟団体
数（団
体）

30年度の方向性

総合評価（課題・方向性）：将来的に
は自己財源のみで事業実施等できるよ
う、独立を目指してもらう必要がある
が、現状では自己財源のみで運営でき
るまでの状況には至っておらず、引き
続き支援が必要である。

現状維持

　

説明：本事業を実施することで、社会教
育活動を行うにあたり、主催者や指導者
が安心して活動できているため効率性に
はそぐわない事業である。

3

3

1,785

説明：事業委託を行うことで職員数の削
減その他経費の削減がすでに図られてい
ることからも、これ以上の改善は見込め
ないと考える。

説明：市直営で実施されていた文化事業
は、文化協会に委託することで経費節減
が図られている。大きなトラブルも無
く、安定した運営がされている。

30年度の方向性 現状維持

効率性

達成度

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

　制度改正の
余地がある

達成度

業務フローに改
善の余地がある

3 達成度

3効率性

総合評価（課題・方向性）：今後につ
いても継続実施していくが、近隣４市
以外にも府中、武蔵野、立川各市にも
確認したところ実施していないため、
将来的にはあり方について検討してい
きたい。

1,785,000

説明：社会教育活動中の事故等について
は、本来、それぞれの団体が責任を持つ
ものではあるが、主催者が安心して社会
教育活動ができるよう、市が実施してい
る制度であるため、継続してゆく必要が
ある。

説明：東久留米市文化協会の運営に必要
な補助金であるため、継続してゆく事業
であると考える。今後も効率性を図るな
ど協会独自での運営を目指すよう推進し
てゆく。

説明：東久留米市文化協会は、ＮＰＯ法
人格を取得以降、市の支援のもと、組織
及び業務並びに財政における健全性・安
定性・効率性に努めている。また、東久
留米市における文化事業の実施を通じ、
市の文化振興に貢献しているなど安定し
た運営をしている。

効率性 3
130

127

96

388

900

97

2,004

77 402 6,746

518

885

900

13-01-04

障害福祉課
福祉支援係

手話通訳者養成事
業

・障害者総合支援法
・地域生活支援事業実施要綱

事業
内容
・

活動
手段

入門（３０回・５０人）、基
礎（３０回・３０人）、応用
（３０回・２０人）、実践
（３５回・１５人）の４クラ
スを設け、講習会を開催し
た。また、合同講演会も２回
開催した。

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

一部
委託

指定
管理

東村山市 清瀬市 西東京市

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

該当

上乗せ 横出し

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　
説明：手話奉仕員等の養成は、障害者総
合支援法により区市町村の必須事業とな
り。平成26年度より自治体が担うことと
なった。28年度は、手話通訳登録者3名が
誕生した。

1,745

4

説明：障害者差別解消法による合理的配
慮からも、今後も継続が必要な事業であ
る。

68

97

80

882

598 299 868

585 293

626

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市内在住・在勤者で手話を学
ぼうとしている者

受講者の
数(人)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

補助
金

目的
・

意図

手話を通して聴覚障害者や障
害者の理解を広める。

小平市

2,255 23,247

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

313 806

講習会修
了者の数
(人)

513

495

490

1,760

30年度の方向性 現状維持

1,765 2,278 28,475 113

効率性 1 達成度

2,235 32,868

総合評価（課題・方向性）：障害者総
合支援法に基づく事業で、今後も継続
する必要がある。負担率は国1/2、都
1/4、市1/4となっている。

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

生涯学習活動の充実

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 13 生涯学習の推進 基本事業番号・名 13-01

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

障害福祉課長
後藤　寿之

100

補助
事業

■ 該当 ■ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

生涯学習課長
市澤　信明

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（ 都内３０市町村）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

90 220

生涯学習課長
市澤　信明

90

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 220

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

250

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

159,000 159,000

生涯学習課長
市澤　信明

132,579

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 150,009

事業
形態

□ □ □ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（府中市、足立区等 ）

その他 □ ■ 対象(平成２４年度）
増加を目
指す指標

158793

10

8

1333 16 41

30 14 46 13

31 15 44 13

技術向上
した通訳
者の割合
（技術向
上した通
訳者／研
修参加
者）(人)

90

13-01-05

障害福祉課
福祉支援係

登録手話通訳研修
会事業

研修会費①講演会１８，００
０円×５回を東久留米市登録
手話通訳連絡会から補助金申
請が提出され、９０，０００
円を補助金として交付。年度
終了後、実績報告を提出して
もらう。

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

90

業務フローに改
善の余地がある 　
説明：手話通訳の派遣事業については、
障害者総合支援法により区市町村の必須
事業となったため、登録通訳者の研修に
おいても自治体が担う必要が生じた。
  

総合評価（課題・方向性）：障害者総
合支援法に基づく事業で、今後も継続
する必要がある。負担率は国1/2、都
1/4、市1/4となっている。

14,714

効率性 5 達成度 3

説明：障害者差別解消法による合理的配
慮からも、今後も継続が必要な事業であ
る。

103 10,250 100

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市登録手話通訳者

研修会参
加者の数
(人)

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

103 12,875

90 103

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

手話通訳者の技術向上

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

・障害者総合支援法
・東久留米市手話通訳者研修会補助金交付要綱

事業
内容
・

活動
手段

7

外部評価

清瀬市 西東京市

横出し

目的
・

意図
小平市 東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

対象

事業
内容
・

活動
手段

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

小平市

84,864

85,030
東久留米市立生涯学習セン
ター（旧東久留米市立中央公
民館）の管理運営を民間事業
者である指定管理者へ委託
し、施設貸出し業務及び各種
自主事業等を行う（平成22年
度より指定管理者導入）。

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市民

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

法令根拠なし

事業
内容
・

活動
手段

生涯学習関係の一年間の事業
を冊子としてまとめた「社会
教育のあらまし」の発行。平
成２７年度からは市ホーム
ページにも掲載するように
し、より多くの市民が見られ
るようにした。

廃止予定
の有無

財政健全経営計画
実行プラン

対象

指定
管理

横出し

西東京市

補助
金

目的
・

意図

外部評価

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

社会教育委員

廃止予定
の有無

3

・社会教育法
・（市）東久留米市社会教育委員の設置に関する条例
・（市）東久留米市社会教育委員会議規程

小平市 東村山市 清瀬市

上乗せ 横出し

1,036

2,602

82 230

4

関係公共
機関・委
員等への
配布数等
(部)

438

2,578 644,500

1,856

76

74

185

3,487

延べ利用
者数
(人)

348

・社会教育法
・（市）東久留米市生涯学習センター条例及び同施行規則

86,465

35,000

東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

 直営
（委託無）

全部
委託

上乗せ

廃止予定
の有無

347

市民

開館日数
（日）

ページ数
（ペー
ジ）

人件費の削減の他、民間のノ
ウハウを活かした管理運営を
行うことで、より質の高い住
民サービスを提供し、市民の
生涯学習活動の推進に寄与す
る。

185

事業
内容
・

活動
手段

社会教育の振興を図るため、
社会教育に関する諸計画の立
案及び調査研究を行う。

403

会議の開催

248

会議の開
催数
（回）

5

生涯学習センター
管理運営事業

13-01-06

生涯学習課
生涯学習係

社会教育委員会議
運営事業

13-01-07

生涯学習課
生涯学習係

社会教育のあらま
し事業

13-01-08

生涯学習課
生涯学習係

1,215

90,024

777

230 806

制度改正の
余地がある

31

3

制度改正の
余地がある

業務フローに改
善の余地がある

説明：民間事業者等のノウハウを生かし
た施設の運営管理を行ってコスト削減
し、施設の運営と管理の面で市民サービ
スが向上している。平成28年度において
は、施設改修工事により開館日が減少し
たことにより利用者数が減少した。

　

効率性 2

説明：社会教育の振興に資するため、社
会教育に関する諸計画の立案及び教育委
員会の諮問機関として、社会教育法及び
市条例により設置している。また、学校
支援について検討するなど、重要な事業
のため効率性にはそぐわない事業であ
る。

12,634

15,987

達成度

265,558

　
説明：現在、社会教育に関する諸計画の
立案等の課題もなく、年４回の会議では
十分な議論もできないため、本来の役割
を果たせない状況にある。審議すべき内
容がない間は、休会にする等の方策が考
えられる。

25,081

　

867,333

効率性

697,400

現状維持

総合評価（課題・方向性）：引き続
き、冊子での配布を最小限にし、か
つ、市ホームページに掲載すること
で、誰もがいつでも閲覧できるように
する。

30年度の方向性 現状維持

30年度の方向性 現状維持

　業務フローに改
善の余地がある

1効率性 5

達成度

制度改正の
余地がある 　

説明：冊子作製部数を減少し、電子媒体
に移行したことで効率性は上がり、市
ホームページ掲載により市民への周知度
が上がった。

達成度

説明：東久留米市教育委員会の活動を市
内教育施設及び他の教育機関等に平成２
７年度以降電子データで市ホームページ
掲載の案内をし、冊子での配布を実施し
てきた。市ホームページに掲載すること
により冊子での配布を最小限にすること
で予算を削減した。

総合評価（課題・方向性）：平成２７
年度より現在の指定管理者が２期目の
運営に入ったが、成果の出ているもの
とそうでないものがあるため、引き続
き十分な成果が出せるよう導いていく
必要がある。

30年度の方向性

総合評価（課題・方向性）：東京都や
２３区では社会教育委員会議を廃止
し、生涯学習審議会にその役割を移行
させている傾向にあるが、当市には生
涯学習審議会がないため、それも難し
い状況にある。

　業務フローに改
善の余地がある

83

263,305

説明：平成22年度より指定管理者制度導
入以降、市が直営で管理運営を行ってい
た時と比べ一定の成果が出ている。

34,000

4,994

52,465

49,864

5,165

1,388

438

468

248

258,44189,679

24,000

4,815

一年間の事業報告として作成
し、記録として残す。

91,630

339

清瀬市 西東京市

外部評価

468

青梅市、昭島市、
東大和市等

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

対象

2,330

41

403 3,084

2,417 －

61,030

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

生涯学習活動の充実

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 13 生涯学習の推進 基本事業番号・名 13-01

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

3,180 3,180

生涯学習課長
市澤　信明

3,000

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 3,000

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（実行委員会形式 ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

3,178

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

650 390

生涯学習課長
市澤　信明

433

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 360

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（２３区２６市）

その他 ■ ■ 対象(平成28年度）
増加を目
指す指標

0

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

企画調整課長
長澤　孝仁

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　負担金　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成22年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

企画調整課長
長澤　孝仁

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

根拠
法令
等

補助
金

外部評価

実施校の児童

放課後を利用し、小学生を対
象に学習や様々な体験・交流
活動、スポーツ・文化活動等
の機会を提供する事業であ
り、シルバー人材センターに
委託して実施している。

対象 外部評価

廃止予定
の有無

実施校数
(校)

777

4,767

0

上乗せ 横出し

子どもまつり、障害児のつど
い（ポカポカはるのつどい）
共に、市民の自主組織である
実行委員会がそれぞれの事業
を実施する。
市は用具の運搬等、その補助
を行う。

実施日数
（日）

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

2

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

対象

行政
補完的

財政健全経営計画
実行プラン

登録児童
数
(人)

2,537

根拠
法令
等

事業
内容
・

活動
手段

上乗せ 横出し

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

・（国）放課後子ども総合プラン
・（都）東京都放課後子供教室推進事業実施要綱
・（市）東久留米市教育振興基本計画
・（市）東久留米市放課後子供教室推進事業実施要綱
・（市）東久留米市放課後子供教室運営委員会設置要綱

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

 直営
（委託無）

13,310

0

3

3

学校内の特別教室、校庭、体
育館などにスタッフを配置
し、放課後における子供たち
の安全な遊び場（居場所）を
提供する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段 1

実行委員会への人的補助をす
ることで、市民との協働によ
る生涯学習の推進を実行して
いく。

行政
補完的

3

一部
委託

指定
管理

根拠法令なし

0

市民
（障害児のつどいについては
障害児及びその家族）

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

参加者数
（人）

目的
・

意図
財政健全経営計画

実行プラン
対象

放課後子供教室推
進事業

子どもまつり・障
害児のつどい支援
事業

13-01-10

生涯学習課
生涯学習係

13-01-09

生涯学習課
生涯学習係

説明：平成２７年度に始まった新規事業
であるため、改善の余地が多々あると思
われる。

－

268,667

19,513

777,000

　

総合評価（課題・方向性）：「ポカポ
カはるのつどい」については、毎年３
月に実施していたが、平成２７年度は
３月に実施せず、翌年度４月に実施し
たため、実施日数が「子どもまつり」
の１日のみとなっている。２７年度分
を２８年度実施したため「ポカポカは
るのつどい」は、２回実施となった。
参加者も年々増加しており、予算がな
い中、実行委員の努力で毎年大きな事
業を開催していることは評価できる。
将来的には、実行委員会のみで事業を
運営していけるよう、市として支援を
行っていく。

94

3

☑ 制度改正の
余地がある

効率性

業務フローに改
善の余地がある

制度改正の
余地がある

41 達成度

説明：平成27年度の2学期から3校で開始
された新規事業で、平成28年度には通年
で教室開催を実施したため委託費等が増
額した。

0

111

3,582,333

1,619

総合評価（課題・方向性）：平成３１
年度の全小学校実施に向け、調整を
行っていく。運営の主体等、事業を拡
大する上で運営を委託しているシル
バー人材センターとの調整もあり今後
課題も多い。

30年度の方向性 現状維持

30年度の方向性 拡大

10,747

5 達成度

説明：以前は公民館事業として実施して
いたが、公民館事業を委託することに
なった際、廃止を検討したが、市民の
ニーズが高い事業であり、継続したいと
の声が多く実行委員会形式で引き続き実
施しているため改善の余地はない。

説明：参加者も年々増加しており、実行
委員の努力で毎年大きな成果をあげてい
る。予算がない中、職員の人件費のみで
実施できている。

効率性

　業務フローに改
善の余地がある 　

2,230 5,980

300

給付
事業

6,504,3334,407

806806

777

809,500

小平市

終期

対象

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

117

68,791 127299

組合事業として科学館展示、
プラネタリウム、学習教室や
出前授業等の実施。市は管理
運営費の負担、議会への議員
選出、理事会への参加、事務
連絡協議会への出席及び広報
等に関する事業協力等を行っ
ている。

東村山市 清瀬市 西東京市

1,619

8,903 6,203

0

0

13-01-12

13-01-11

該当

上乗せ 横出し

多摩六都科学館組合規約根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

根拠
法令
等

東村山市 清瀬市 西東京市

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

行政
補完的

70,288 1,497

70,405 234,683

説明：
単位当たりコストはほぼ現状維持である
が、一部事務組合・指定管理者の努力に
より、昨年度に引き続き年間来館人数は
過去最高を更新した。

来館者

科学を体験し、親しみを持っ
てもらう。

多摩六都
科学館の
年間営業
日数(日)

対象
　

事業
内容
・

活動
手段

目的
・

意図

企画調整課

多摩北部広域子ど
も体験塾事業

企画調整課

多摩六都科学館事
業

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市

30年度の方向性 現状維持

297 70,288 1,729 68,559 131 70,419 237,101 －

説明：
近隣５市の総意により構成されている一
部事務組合による運営である。平成２４
年度より指定管理者制度の導入を図るな
ど、財政健全化に向けた取り組みを行っ
ている。

総合評価（課題・方向性）：
多摩六都科学館の財政健全化に向け、
平成２４年度からの指定管理者制度導
入など、民間の力を活用した経営への
移行を図っている。年間来館者数は過
去最高であった昨年度をさらに6.6%上
回る約２５万３千人を記録しており、
平成２３年度約１６万人、平成２２年
度約１５万人という状況と比較すると
来館者の増加は顕著であり、一部事務
組合における継続的な経営努力が認め
られる。
近隣５市の総意として構成されている
一部事務組合であり、市独自の方向性
を示すことは難しい。

70,415 235,502

効率性 3 3

70,288 1,377 68,911

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

達成度

61,889

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

3 10,035 9,600 435 2,168 12,203 4,067,667 －

総合評価（課題・方向性）：
子どもを対象とした高度で大規模な感
動体験を提供する事業である。
実行委員会形式で運営しており、平成
２８年度は本市が企画した身近な鉄道
「西武線」に関連したプログラムを実
施し、参加児童・生徒に大変好評で
あった。
毎年、委員長市が企画内容を新たに検
討して実施事業を決定し、構成市は負
担金を納入する形となり、目標設定や
単一指標での評価は難しい面がある。
近隣５市および多摩六都科学館の総意
で実行委員会を組織しており、市独自
の方向性を示すことは難しい。

効率性 1 達成度

3 240

対象

実施プロ
グラム数
（プログ
ラム）

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期
圏域に在住・在学の児童・生
徒

多摩・島しょの魅力を高める
事業として、子供を対象とし
た高度で大規模な感動体験を
提供するプログラムを実施す
る。

目的
・

意図

事業
内容
・

活動
手段

多摩北部広域子ども体験塾実行委員会規約

東京都市長会等による39市町
村共同事業助成事業の一環で
あり、当市は圏域５市と多摩
六都科学館で構成する実行委
員会に参画しており、５市輪
番で委員長市を務める。市長
会補助金と構成５市の負担金
により事業を実施している。

説明：
子どもを対象とした高度で大規模な感動
体験を提供する事業である。近隣５市及
び多摩六都科学館で実行委員会を組織
し、５市輪番の委員長市（事務局）が事
業実施の中心的役割を担う。

説明：
28年度は本市が委員長市だったため、人
件費（理論値）が増、また多摩･島しょ広
域連携活動助成金（東京都市長会）を財
源とした実行委員会への補助金交付（市
負担０円）により事業費も増となり、効
率性はマイナスとなった。毎年委員長市
が内容を検討し新規事業を実施してい
る。今後も効率的な事業実施に努める。

3

9 440 440 117 557

240 317 557 185,667

東久留米市


